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貸 借 対 照 表 

(平成18年９月30日現在) 

(単位：百万円) 
 

資 産 の 部 負 債 の 部 

科    目 金   額 科    目 金   額 

 
流  動  負  債 

支 払 手 形

買 掛 金

短 期 借 入 金

一年以内返済予定の長期借入金

未 払 金

未 払 費 用

未 払 法 人 税 等

前 受 金

預 り 金

賞 与 引 当 金

そ の 他

固  定  負  債 

長 期 借 入 金

繰 延 税 金 負 債

退 職 給 付 引 当 金

預 り 保 証 金

 
52,799 

11,932 

3,281 

32,251 

2,648 

879 

2 

27 

1,409 

199 

160 

7 

12,859 

12,269 

2 

518 

69 

負 債 合 計 65,659 

純 資 産 の 部 
 

株 主 資 本 

資 本 金

資 本 剰 余 金

資 本 準 備 金

利 益 剰 余 金

利 益 準 備 金

その他利益剰余金

繰越利益剰余金

自 己 株 式

評価・換算差額等 

その他有価証券評価差額金

 
9,820 

4,063 

498 

498 

5,261 

37 

5,224 

5,224 

△ 4 

4 

4 

 
流 動 資 産 

現 金 及 び 預 金 

売 掛 金 

販 売 用 土 地 建 物 

開 発 用 土 地 建 物 

前 渡 金 

前 払 費 用 

短 期 貸 付 金 

繰 延 税 金 資 産 

立 替 金 

そ の 他 

貸 倒 引 当 金 

固 定 資 産 

有形固定資産 

建 物 

器 具 備 品 

無形固定資産 

商 標 権 

ソ フ ト ウ ェ ア 

電 話 加 入 権 

投資その他の資産 

投 資 有 価 証 券 

関 係 会 社 株 式 

出 資 金 

関 係 会 社 出 資 金 

従 業 員長期貸付金 

破 産 ・更生債権等 

長 期 前 払 費 用 

そ の 他 

貸 倒 引 当 金 

73,753

8,109

1,411

3,979

49,621

1,741

2,852

2,111

1,024

2,508

498

△ 104

1,729

58

27

31

278

1

269

7

1,393

217

306

2

275

9

83

0

585

△ 87 純 資 産 合 計 9,824 

資 産 合 計 75,483 負債及び純資産合計 75,483 
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損 益 計 算 書 

(平成17年10月１日から平成18年９月30日まで)
(単位：百万円) 

 

科         目 金         額 

売 上 高 51,385 

売 上 原 価 40,132 

売 上 総 利 益 11,253 

販売費及び一般管理費 7,150 

営 業 利 益 4,103 

営 業 外 収 益  

受 取 利 息 55  

受 取 手 数 料 28  

受 入 契 約 違 約 金 43  

事 務 所 移 転 補 償 収 入 30  

そ の 他 17 174 

営 業 外 費 用  

支 払 利 息 1,324  

貸 倒 引 当 金 繰 入 額 5  

そ の 他 333 1,662 

経 常 利 益 2,614 

特 別 利 益  

過 年 度 損 益 修 正 益 12 12 

特 別 損 失  

固 定 資 産 除 売 却 損 7  

過 年 度 損 益 修 正 損 53  

そ の 他 7 69 

税 引 前 当 期 純 利 益 2,557 

法人税、住民税及び事業税 5 

法 人 税 等 調 整 額 △ 27 

当 期 純 利 益 2,579 
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株主資本等変動計算書 

(平成17年10月１日から平成18年９月30日まで) 
（単位：百万円） 

 
株   主   資   本 

資本剰余金 利 益 剰 余 金 

その他利益剰余金 
 

資 本 金
資本準備金 利益準備金

繰越利益剰余金 

平成17年９月30日残高 3,950 498 ― 3,059 

当 期 変 動 額  

新株予約権行使による 
新 株 の 発 行 

9,500  

優先株式の有償消却 △ 9,386  

剰 余 金 の 配 当 37 △ 414 

当 期 純 利 益 2,579 

自 己 株 式 の 取 得  

株主資本以外の項目の 
当 期 変 動 額 （純 額) 

 

当 期 変 動 額 合 計 113 ― 37 2,164 

平成18年９月30日残高 4,063 498 37 5,224 

 

株 主 資 本 評価・換算差額等

 

自 己 株 式 株主資本合計
その他有価証
券評価差額金

純資産合計 

平成17年９月30日残高 △ 3 7,505 ― 7,505 

当 期 変 動 額  

新株予約権行使による 
新 株 の 発 行 

9,500 9,500 

優先株式の有償消却 △ 9,386 △ 9,386 

剰 余 金 の 配 当 △ 377 △ 377 

当 期 純 利 益 2,579 2,579 

自 己 株 式 の 取 得 △ 1 △ 1 △ 1 

株主資本以外の項目の 
当 期 変 動 額 （純 額) 

4 4 

当 期 変 動 額 合 計 △ 1 2,314 4 2,319 

平成18年９月30日残高 △ 4 9,820 4 9,824 
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個 別 注 記 表 
 
[重要な会計方針に係る事項] 

 1. 資産の評価基準及び評価方法 

(1) 有価証券の評価基準及び評価方法 

 ① 満期保有目的の債券  償却原価法（定額法） 

 ② 子 会 社 株 式  移動平均法による原価法 

 ③ そ の 他 有 価 証 券

 

時価のあるもの 

決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差

額は全部純資産直入法により処理し、売却原

価は移動平均法により算定） 

時価のないもの 

 移動平均法による原価法 

(2) たな卸資産の評価基準及び評価方法 

 ① 販 売 用 土 地 建 物  個別法による原価法 

 ② 開 発 用 土 地 建 物  個別法による原価法 

 

 2. 固定資産の減価償却の方法 

(1) 有 形 固 定 資 産  定率法を採用しております。 

 

 

なお、耐用年数及び残存価格については、法人

税法に規定する方法と同一の基準によっており

ます。 

(2) 無 形 固 定 資 産

 

定額法を採用しております。 

なお、償却年数については、法人税法に規定す

る方法と同一の基準によっております。 

ただし、自社利用のソフトウェアについては、

社内における利用可能期間（５年）によってお

ります。 

 

 3. 引当金の計上基準 

(1) 貸 倒 引 当 金

 

売掛金、貸付金等債権の貸倒れによる損失にそ

なえるため、一般債権については貸倒実績率に

より、貸倒懸念債権等特定の債権については個

別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計

上しております。 

(2) 賞 与 引 当 金
 
従業員に対する賞与の支給にそなえるため、支

給見込額に基づき計上しております。 

(3) 退 職 給 付 引 当 金

 

従業員の退職給付にそなえるため、当事業年度

末における退職給付債務及び年金資産の見込額

に基づき、当事業年度末において発生している

と認められる額を計上しております。なお、会

計基準変更時差異については、15年による按分

額を費用処理しております。 

数理計算上の差異は、発生額を翌期に一括費用

処理する方法によっております。 
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 4. その他計算書類の作成のための基本となる重要な事項 
(1) 繰 延 資 産 の 処 理 方 法

 
社債発行費は、支払時に全額費用として処理し
ております。 

(2) リース取引の処理方法

 

リース物件の所有権が借主に移転すると認めら
れるもの以外のファイナンス・リース取引につ
いては、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた
会計処理によっております。 

(3) 消 費 税 等 の 会 計 処 理

 

消費税等の会計処理は、税抜方式によって処理
しております。 
ただし、資産に係る控除対象外消費税等は、発
生事業年度の期間費用として処理しておりま
す。 

 
[会計処理の変更] 
 
 1. 固定資産の減損に係る会計基準 
当事業年度から「固定資産の減損に係る会計基準｣（｢固定資産の減損に係る会計基準の
設定に関する意見書」(企業会計審議会 平成14年８月９日)）及び「固定資産の減損に
係る会計基準の適用指針」(企業会計基準委員会 平成15年10月31日 企業会計基準適
用指針６号）を適用しております。 
なお、この変更による損益への影響はありません。 
 

 2. 役員賞与に関する会計基準 
当事業年度から「役員賞与に関する会計基準」(企業会計基準委員会 平成17年11月29
日 企業会計基準第４号）を適用しております。 
なお、この変更による損益への影響はありません。 

 
 3. 貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準 
当事業年度から「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」(企業会計基準委
員会 平成17年12月９日 企業会計基準第５号）及び「貸借対照表の純資産の部の表示
に関する会計基準等の適用指針」(企業会計基準委員会 平成17年12月９日 企業会計
基準適用指針第８号）を適用しております。 
なお、従来の資本の部の合計に相当する金額は9,824百万円であり、この変更による影
響はありません。 

 
[貸借対照表に関する注記] 
 
 1. 記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。 
 2. 担保資産及び担保付債務  
    担保に供している資産  
     売  掛  金 1,370百万円 
     販売用土地建物 1,593百万円 
     開発用土地建物 43,246百万円 
    担保に係る債務  
     短 期 借 入 金 32,251百万円 
     一年以内返済予定の長期借入金 2,648百万円 
     長 期 借 入 金 9,436百万円 
 3. 有形固定資産の減価償却累計額 76百万円 
 4. 保 証 債 務 
顧客住宅ローンに関する抵当権
設定登記完了までの金融機関及
び住宅金融専門会社等に対する
連帯保証債務等 

5,185百万円 

 5. 関係会社に対する短期金銭債権 2,160百万円 
   関係会社に対する長期金銭債権 54百万円 
   関係会社に対する短期金銭債務 58百万円 
   関係会社に対する長期金銭債務 7百万円 
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 6. 期末日満期手形 

事業年度末日に期日の到来する満期手形の会計処理については、手形交換日をもって決

済処理しております。 

なお、当事業年度末日が金融機関の休日であったため、次の期末日満期手形が事業年度

末残高に含まれております。 

     支 払 手 形 992百万円 

 
[損益計算書に関する注記] 
 
 1. 記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。 

 2. 関係会社との取引高 

   売     上     高 49百万円 

   仕入高・販売費及び一般管理費 200百万円 

   営 業 取 引 以 外 の 取 引 高 82百万円 

 
[株主資本等変動計算書に関する注記] 
 
 1. 記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。 

 2. 当事業年度の末日における自己株式の数 

     普 通 株 式 51,844株 
 
[税効果会計に関する注記］ 
 
 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳 

繰延税金資産  

貸倒引当金損金算入限度超過額 39百万円

賞与引当金損金不算入額 65百万円

退職給付引当金損金算入限度超過額 211百万円
関係会社株式及び関係会社出資金 
評価損損金不算入額 

180百万円

税務上の繰越欠損金 9,506百万円

その他 136百万円

繰延税金資産小計 10,140百万円

評価性引当額 △9,115百万円

繰延税金資産合計 1,024百万円

 
  
繰延税金負債  

その他有価証券評価差額金 △2百万円

繰延税金負債計 △2百万円

 

繰延税金資産の純額 1,022百万円
  
 
[リースにより使用する固定資産に関する注記］ 
 
 貸借対照表に計上した固定資産のほか、事務用機器の一部及び車両運搬具については、リー

ス契約により使用しております。 
 
[１株当たり情報に関する注記］ 
 
 １株当たり純資産額 50円18銭

 １株当たり当期純利益 16円88銭

 




